様式第12号
	年　　月　　日　　


（宛先）
　埼玉県知事


住所　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　印　

	　
	法人にあっては名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

	振替可能削減量等発行等申請書


　埼玉県削減量口座簿取扱要綱第13条第４項、第５項、第６項の規定により振替可能削減量等の発行又は振替を次のとおり申請します。

	
	口座番号
	　
	管理口座の種類
	　
	

	
	口座に係る大規模事業
所の情報
(指定管理口座に限る。)
	事業所の名称
	　
	

	
	
	事業所の所在地
	　
	

	
	
	事業所番号
	　
	

	
	振替可能削減量等に係る情報
	種類
	　
	

	
	
	発行又は振替の数量
	　
	

	
	
	振替可能削減量(超過削減量を除く。)の認定(認証)番号
	　
	

	
	添付書類
	別添のとおり
	

	
	振替可能削減量等の管理を行う部署等の連絡先
	別添のとおり
	

	
	（受付欄）
	

	　


(日本産業規格A列4番)
　備考　受付欄には、記入しないこと。

別添（振替可能削減量の管理を行う部署等の連絡先）
	
	連絡先

	振替可能削減量等の管理を行う部署等の連絡先
	会社名
	

	
	郵便番号
	

	
	管理部署住所
	

	
	所属名
	

	
	担当者名
	

	
	電話番号
	

	
	ﾌｧｯｸｽ番号
	

	
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	



参考（添付書類抜け漏れチェックリスト）
	
	チェック
	添付書類

	公表を希望する
場合
	
	振替可能削減量等の保有等に係る情報の
公表について

	法人の場合
	
	印鑑証明書又はこれに準じるもの※

	個人の場合
	
	住民票又はこれに準じるもの※

	県内中小
ｸﾚｼﾞｯﾄの場合
	
	県内中小クレジット削減量認定通知書

	再ｴﾈｸﾚｼﾞｯﾄの場合
（環境価値換算量）
	
	再生可能エネルギー電力量認証通知書

	再ｴﾈｸﾚｼﾞｯﾄの場合
（その他削減量）
	
	その他削減量に係る電力等の認証通知書

	県外ｸﾚｼﾞｯﾄの場合
	
	県外クレジット削減量認定通知書

	森林吸収
ｸﾚｼﾞｯﾄの場合
	
	森林吸収量の最終所有者であることを示す書類

	東京連携ｸﾚｼﾞｯﾄ
の場合
	
	連携県口座等移転記録通知書


※　口座開設など排出量取引に係る申請又は届出の際に印鑑証明書（原本）又は住民票を既に提出しており、その記載内容に変更がない場合は不要。

